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GHGプロトコルにおけるサプライチェーン全体での排出量削減のイメージ

出典：温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン (ver.2.4)
環境省／経済産業省 2022年3月１



日本の部門別、主体別のGHG排出量の内訳（2021年度）とScope1、2 、3 

・Scope3（スコープ3）：
事業者の活動に関連する
その他の排出（Scope1、2以外の間接排出）

・Scope2（スコープ2）：
他社から供給された電気・熱・蒸気
などのエネルギー使用に伴う排出（間接排出）

・Scope1（スコープ1）：
事業者自らの燃料の燃焼や
工業プロセスに伴う排出（直接排出）

温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン (ver.2.4)
環境省／経済産業省 2022年3月に一部加筆

出典：経済産業省 資源エネルギー庁 エネルギー白書2023 ならびに 運輸部門の
脱炭素化遅延
が致命傷になる２



日本の第6次エネルギー基本計画とドイツの再生可能エネルギー発電の目標

＜参考＞
ドイツの2030年の再エネ発電導入目標

2億ｋW（２００GW）
内訳：太陽光発電1億ｋW（100GW）

陸上風力発電7100万ｋW（71GW）
洋上風力発電2000万ｋW（20GW）
バイオマス発電840万ｋW（8.4GW）

ドイツの最大電力需要日のピーク
約8000万ｋW(80GW)程度なので
ピーク需要の約2.5倍の導入量！

2021年10月の第6次エネルギー基本計画では
運輸部門の電動化に必要な電力の供給拡大
が組み込まれていない。再生可能エネルギー
電力の一層の供給拡大は必須条件である。

３

出典：経済産業省 資源エネルギー庁
2021年10月 第6次エネルギー基本計画
ニュースリリース資料より

出典：経済産業省
資源エネルギー庁
エネルギー白書2023

に一部加筆

運輸部門の脱炭素化
車両の電動化は必須



2021202020192018201720162015201420132012201120102005200019901980197319701960年度

13.311.312.111.79.58.17.36.36.56.711.520.219.620.317.012.39.2 15.358.1
エネルギー
自給率(%) 

再生可能エネルギーは
日本のエネルギー自給率回復に貢献したものの

総量としては少なすぎる

出典：経済産業省 資源エネルギー庁 エネルギー白書2023 に一部加筆

日本の一次エネルギー供給全体の中では再生可能エネルギー比率は低すぎる

日本の再生可能エネルギー比率は
着実に伸びてきたもののまだ不十分

輸送用の一次エネルギーを脱炭素化
しなければ、Scope 3 に対応できない

□
再エネ電力の大量導入と電動化推進

をセットで進める必要がある

日本企業がRE100に対応するための
再生可能エネルギー電力調達は困難

□再エネ事業拡大は必須

企業の直接グリーン投資に税控除を
４



法整備・制度設計：
脱炭素成長型経済構造
への円滑な移行の推進
に関する法律案の概要

ーGX推進法ー
2023年5月、GX関連の法制度（GX推進法、
GX脱炭素電源法）が国会で成立。GX脱炭素
電源法では、原子力発電所の運転期に関し60
年超までの延長を可能にした。GX推進法で
は本格的なカーボンプライシング（炭素排出
への課金）を導入。カーボンニュートラル達
成には今後10年間で150兆円の投資が必要と
想定し、そのうち20兆円を「炭素に対する賦
課金（化石燃料賦課金）」で賄うとした。こ
の賦課金制度は2028年度から導入し、化石
燃料の輸入事業者などに対して、輸入する化
石燃料に由来するCO2の量に応じて、賦課金
を徴収。三菱総合研究所の試算では、CO2・
1t当たり約2000円、火力発電のコストに換
算すると1kWh当たり約1円になる。

電力系統の整備に賦課金の仕組みを導入。安定供給確保の観点から特に重要な送電線の整備計画を経済産業大臣が認定する制度を新設。新制度の
認定を受けた整備計画のうち再エネ利用の促進に資するものは、工事に着手する段階から系統交付金（再エネ賦課金）を交付。認定を受

けた整備計画に係る送電線の整備に向けて、電力広域的運営推進機関から貸付け。また、既存再エネの最大限の活用のための追
加投資促進としては、太陽光発電設備に係る早期の追加投資（更新・増設）を促すため、地域共生や円滑な

廃棄を前提に、追加投資部分に既設部分と区別した新たな買取価格を適用する制度を新設。

出典：経済産業省 資源エネルギー庁 エネルギー白書2023
５



法整備・制度設計：
脱炭素成長型経済構造
への円滑な移行の推進
に関する法律案の概要

ーGX推進法ー
2023年5月、GX関連の法制度（GX推進法、
GX脱炭素電源法）が国会で成立。GX脱炭素
電源法では、原子力発電所の運転期に関し60
年超までの延長を可能にした。GX推進法で
は本格的なカーボンプライシング（炭素排出
への課金）を導入。カーボンニュートラル達
成には今後10年間で150兆円の投資が必要と
想定し、そのうち20兆円を「炭素に対する賦
課金（化石燃料賦課金）」で賄うとした。こ
の賦課金制度は2028年度から導入し、化石
燃料の輸入事業者などに対して、輸入する化
石燃料に由来するCO2の量に応じて、賦課金
を徴収。三菱総合研究所の試算では、CO2・
1t当たり約2000円、火力発電のコストに換
算すると1kWh当たり約1円になる。

電力系統の整備に賦課金の仕組みを導入。安定供給確保の観点から特に重要な送電線の整備計画を経済産業大臣が認定する制度を新設。新制度の
認定を受けた整備計画のうち再エネ利用の促進に資するものは、工事に着手する段階から系統交付金（再エネ賦課金）を交付。認定を受

けた整備計画に係る送電線の整備に向けて、電力広域的運営推進機関から貸付け。また、既存再エネの最大限の活用のための追
加投資促進としては、太陽光発電設備に係る早期の追加投資（更新・増設）を促すため、地域共生や円滑な

廃棄を前提に、追加投資部分に既設部分と区別した新たな買取価格を適用する制度を新設。

出典：経済産業省 資源エネルギー庁 エネルギー白書2023
６



出典：経済産業省 資源エネルギー庁
エネルギー白書2023

（左図、右図とも）

世界の再生可能エネルギー投資と風力発電・太陽光発電導入拡大の推移

世界の年間直接グリーン投資
4000億ドル／年も視野に

世界の風力発電の累積導入量

世界の太陽光発電の累積導入量

７



太陽光発電
8.9％×2～3

その他の再エネ
12.4％＋α

第6次エネルギー基本計画
（2021年10月22日閣議決定）
再生可能エネルギー導入目標

３６～３８％

第6次エネルギー基本計画における再生可能エネルギー電力導入目標

日本：ＦＩＴ導入10年
太陽光発電以外は
あまり伸びていない

設備導入量

発電電力量

８ 出典：ISEPホームページ（資源エネルギー庁の電力調査統計などからISEP作成）



出典：経済産業省資源エネルギー庁 2023年5月発表データをもとに瀬川計算

2022年末の日本の再生可能エネルギー電力導入状況（万ｋW、一般水力を除く）

認定済設備
100％稼働時

の想定導入量

22年12月迄
の認定設備

の稼働割合

買取制度認定

全設備容量

22年12月末迄

の未稼働設備

12年7月
以降の導入量
(買取制度後)

12年6月迄
の導入量
(買取制度前)

22年12月迄
の全導入量
(制度前後計)

分 類

A+B+CB/B+CB+CCBAA+B分類記号

8,297.981.8%7,798.71,498.76,386.3499.26,885.5太陽光発電合計

1,448.295.4%976.044.8931.2472.21,403.4住宅用太陽光

6,849.779.9%6,822.71,367.65,455.127.05,482.1非住宅太陽光

1,611.216.6%1,367.61,139.6228.4243.6472.0風力発電

265.744.8%240.0132.4107.625.7133.3中小水力発電

21.743.9%21.612.19.50.19.6地熱発電

969.547.2%834.3419.5414.8135.2550.0バイオマス発電

11,166.069.6%10,262.23,202.37,146.5903.88,050.3合計

９



荒廃農地：２８.４万ha （2019年農林水産省農村振興局）
太陽光発電1億9000万ｋW相当
⇒ 荒廃農地の半分転用で、PV約9500万ｋW増

日本の太陽光発電の導入拡大に向けて
立地未決定産業用地：4.6万ha （2018年日本立地センター）

太陽光発電3000万ｋW相当
⇒ 未利用産業用地の半分転用で、PV約1500万ｋW増

ソーラーシェアリング、工場の屋根、大規模店舗の屋根、
スポーツ施設、学校、駐車場、ビルの壁面、その他・・・

合計で1億2000万ｋW増は可能

戸建住宅：3200万軒（2018年総務省統計局）
新築戸建持家年間着工件数：26万軒（2020年国土交通省）

戸建住宅1割：太陽光発電1300万ｋW相当
⇒ 戸建のPV現状1割⇒2割で、PV約1300万ｋW増

企業のオンサイトPPA事業に税控除を
１０



VPP・アグリゲーション
会社、工場

商業エリア 学校 役所 公園
病院

コンビニ

ビジネスモデル例

・VPPシステムビジネス

・アグリゲーションビジネス
ピークカット、デマンドレスポンス、電力ディーリング

・EVレンタルサービスビジネス・広告ビジネス
契約者にポイントなどのインセンティブ付与

・災害時のエネルギー供給

・電力販売ビジネス

・不動産活用ビジネス

インフラ・公共事業例

・エネルギー備蓄

※対価は税金控除など

・Data活用ビジネス

・スマートグリッド

・機器、システム管理ビジネス

レジリエントな街づくりにも貢献

ＥＶ等を活用したエネルギーマネジメントシステム

ダイナミックプライシング

蓄電池からの逆潮流
蓄電池FIT

１１



出典：経済産業省 資源エネルギー庁 エネルギー白書2023

各国の水素等を活用したエネルギーマネジメントシステム
水素は「グリーン水素」が基本
それにかかる電力料金は可能
な限り低減（賦課金免除等）

水素利用はFCトラックや発電
の用途が中心、電力との連携
が肝になる

ドイツ：2030年のグリーン水素
製造目標を1000万ｋW(10GW)

に上方修正、EUでは４０GW

水素パイプライン整備も

グリーン水素の定義を明確化
2030年 ドイツの再エネ発電導入目標

2億ｋW（２００GW)
太陽光発電1億ｋW（100GW)
陸上風力発電7100万ｋW（71GW)
洋上風力発電2000万ｋW（20GW）
バイオマス発電840万ｋW（8.4GW）

ドイツの最大電力需要日のピーク
約8000万ｋW(80GW)程度なので
ピーク需要の約2.5倍の導入量！１２



カーボンニュートラル二酸化炭素「CNＣＯ２」の利活用

バイオマス発電等で出るＣＯ２は「カーボンニュートラルＣＯ２」
バイオガス製造（メタン＋ＣＯ２）で出るＣＯ２も利用可能
これらのＣＯ２は（一部濃縮が必要だが）メタネーションへ
Ｈ２は余剰再エネ等を使うグリーン水素
作ったメタンは既存のガスインフラへ

既存インフラの活用
（ＬＮＧ船、タンク、ガス配管）

都市ガスとしての利用

ＣＨ４

グリーンメタン
グリーン電力

再エネ余剰電力

＋ CNＣＯ２グリーン水素

再エネ余剰電力

廃棄物発電

木質バイオマス発電
メタン発酵

廃ＣＯ２

出典：東京ガス

１３



2050年カーボンニュートラルに向けて令和2年度第3次補正予算において2兆円の
グリーンイノベーション基金を新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
に造成。「経済と環境の好循環」を作っていく産業政策であるグリーン成長戦略
において実行計画を策定している重点分野のうち、特に政策効果が大きく、社会
実装までを見据えて長期間の取組が必要な領域にて、具体的な目標とその達成に

向けた取り組みへのコミットメントを示す企業等を対象として、10年間
研究開発・実証から社会実装まで継続して支援。

技術開発：グリーンイノベーション基金事業

出典：経済産業省１４



エネルギー高騰時代のクリーンエネルギー技術を見極めよ

●絶対に必要な技術は何か
エネルギーセキュリティーと脱炭素化

⇒絶対に必要な技術は必ず生き残る

●既存インフラの活用可能性
インフラ整備に必要な時間とコストの問題
セクターカップリングで解決できる道筋を見出す

⇒電力＋水素＋ガス

●他の社会課題との同時解決
高齢化やレジリエンスへの対応も

⇒新しい交通（物流）システム

●先進的LCA（コストだけでなく時間軸や拡張範囲）
拡張LCA、統合LCA、バックキャストLCA・・・

⇒社会設計につなげる

コストとプライスの使い分けをデザイン１５


